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通信ベトテル、半導体製造へ
30年めど、国内初の前工程を整備
ベトナム軍系通信大手ベトナム軍隊通信グループ（ベトテル）は、国内初となる半導体前工程のファブ（工場）を

建設する。同社のグエン・クオン・ホアン半導体センター所長が７日、首都ハノイで開かれたイベントで表明した。

具体的な時期は明言しなかったが、政府の半導体戦略に沿い2030年までの整備を目指すとみられる。ベトナムで

設計から製造までを一貫して担う体制を構築し、世界の半導体バリューチェーンでの存在感を高める狙いだ。

ホアン氏は、米国の半導体業界団体「国際半導体製

造装置材料協会（ＳＥＭＩ）」とベトナムの国家イノ

ベーションセンター（ＮＩＣ）が主催した半導体見本

市「ＳＥＭＩエキスポ」のセミナー内で発表した。

ホアン氏はウエハーに回路を形成する「前工程」の

ファブの具体的な建設時期について、ＮＮＡに「明ら

かにできない」としたが、政府が掲げる30年までの

建設方針に沿うものとみられる。業界関係者によると、

小規模ファブで、回路線幅が28ナノ（ナノは10億分

の１）の旧来型の技術を使った成熟品を製造するとい

う。必要な技術は海外からの移転を検討しているもよ

うだ。

ベトテルは工場建設と合わせて人材育成にも力を入

れる。ホアン氏によれば、30年までにチップ設計技

術者1,000人、製造技術者300人を育成し、世界的専

門家を少なくとも10人確保する目標を掲げている。

ホアン氏は、省庁や企業、大学との連携を呼びかけ、

台湾や韓国の成功事例を参考に「国家として共有する

半導体の産業基盤の構築」を提唱した。政府の方針に

呼応し、ベトナムを世界の供給網（サプライチェーン）

の一角に押し上げる構想を描いている。「半導体技術

の習得は長期的かつ戦略的な使命であり、ベトナムに

はその基盤がある」と述べ、国産化への決意を示した。

ベトナムでは、米アムコー・テクノロジーや韓国ハ

ナマイクロンなど、組み立てや検査などの「後工程」

を専門に担う企業や、垂直統合型デバイスメーカー（Ｉ

ＤＭ）である米インテルが後工程の拠点を構えている

が、前工程の本格的な製造施設は存在しない。ベトテ

ルが前工程を建設すれば、ベトナム国内に半導体のバ

リューチェーンが形成されることになる。

ベトテルは後工程に関しては、研究開発（Ｒ＆Ｄ）

レベルにとどめ、工場は建設しない考え。半導体設計
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はすでに手がけており、同社関係者によると、前工程

は台湾、後工程はシンガポールで実施しているという。

トイバオキンテー電子版によると、同社のエンジニア

らが設計した第５世代（５Ｇ）移動通信システム向け

半導体は、１秒当たり１兆回の計算が可能。通信技術

の標準化を推進する国際的な組織「３ＧＰＰ」の５Ｇ

基準を満たしており、国際競争力を持つ水準にあると

いう。

チン首相のお墨付き

ファム・ミン・チン首相は、５Ｇ通信網の形成など

を通じて半導体のユーザーでもある通信会社がチップ

製造も担うべきだとの認識だ。チン首相は６日にＳＥ

ＭＩエキスポの代表団などと面会し、ベトテルのタオ・

ドゥック・タン会長を引き合わせて発言を促した。面

会の場に居合わせた関係者は、同社の前工程プロジェ

クトは「首相お墨付きだ」と出席者に印象づけたと話

す。

チン首相は24年９月にベトテル本社を訪問し、同

社に対し半導体チップ産業の開発を正式に指示した。

「半導体は国家の主権技術であり、通信と防衛を担う

企業が中核となって発展を導くべきだ」と述べ、ベト

テルを政府戦略の実行主体に位置づけた。国防省傘下

の同社を軸に、通信と防衛を一体で推進する国家技術

戦略を描いている。

首相が同社の役割を繰り返し強調する背景には、半

導体を通信産業の延長線に位置づける国家戦略があ

る。

始まる商談

すでに商談も始まっている模様。オーストリアの半

導体装置メーカー、ＰＴＷスピンテックのハネス・リ

ンク営業ディレクターはＮＮＡに対し、「ベトテルと

は商談中だ」と明らかにした。同社はウエハーの表面

を薬液で処理する前工程向け装置を手がける

ＳＥＭＩによれば、世界では28年までに107カ所

の新たなファブが稼働予定で、そのうち82カ所はア

ジアに集中しているが、東南アジアは６カ所にとどま

る。今後は人工知能（ＡＩ）向けを中心に需要が一層

拡大するとみられ、30年までにさらに30カ所以上の

新設が必要とされている。ベトナムもコスト競争力の

高さや地政学的リスクの分散の観点からファブ設立の

有力候補として注目されている。



3

目次

TOP NEWS

NEWS PICK UP10

月次リポート23

04 10 月輸出 18％増、好調持続
米国向け 27％増、電子機器は２倍

06 オモン火力、開発が加速
沖合ガス田は 27年夏供給へ

08 半導体チェーン、越で芽吹き
ビンＧや新興続々、政策支援厚く

01 通信ベトテル、半導体製造へ
30年めど、国内初の前工程を整備



4

10月輸出 18％増、好調持続
米国向け27％増、電子機器は２倍
ベトナム統計局（ＮＳＯ）は６日、10月の輸出額（速報値）が前年同月比17.5％増の420億5,000万米ドル（約

６兆4,700億円）だったと発表した。伸び率は９カ月連続で２桁を維持した。同日発表された税関局統計によれば、

対米輸出が前年同月比27％増と堅調で、特に電子・電子部品は倍増した。８月７日の相互関税の発効により米国

市場の冷え込みが懸念されたが、クリスマス商戦に向けて好調を維持している。

ベトナムの輸出入額（品目別）
輸出

主要品目 2025年
10月 

増減率
（％）

2025年
１～10月 

増減率
（％）

電子・電子部品 97.9 65.6 872.9 47.9 
機械・機械設備 54.0 2.7 484.1 12.2 
電話・電話部品 50.8 10.9 486.7 4.7 
繊維・衣類 31.8 ▲1.5 329.3 7.6 
履物 20.3 ▲0.5 198.3 6.6 
輸送機材・部品 15.6 15.0 143.3 13.5 
木材・木工品 15.3 ▲0.9 140.4 6.0 
水産物 11.6 13.4 93.3 13.1 
玩具・スポーツ用品・部品 9.6 180.0 75.1 139.7 
野菜・果物 9.3 78.6 70.6 14.6 
合計（その他含む） 420.5 17.5 3,910.0 16.2 

輸入

主要品目 2025年
10月 

増減率
（％）

2025年
１～10月 

増減率
（％）

電子・電子部品 131.0 39.2 1,231.5 39.1 
機械・機械設備 52.8 22.8 495.5 24.5 
生地・織物 12.8 ▲2.7 125.1 1.7 
電話・電話部品 12.1 12.3 94.0 11.1 
金属 10.3 25.9 92.0 17.6 
プラスチック 10.0 ▲2.3 103.8 7.8 
鉄鋼 10.0 ▲33.9 89.6 ▲14.5 
自動車・自動車部品 9.6 4.7 85.0 23.8 
プラスチック製品 9.5 26.3 88.3 22.1 
鉄鋼製品 7.3 28.6 66.7 25.9 
合計（その他含む） 394.5 16.8 3,714.4 18.6 

速報値、単位：億米ドル、増減率は前年同月比・同期比 出所：統計局
▲はマイナス

全体の輸出額は前月比1.5％減で、２カ月連続で縮

小した。

最大輸出先の米国への輸出は134億米ドルだった。

最大品目の電子・電子部品が前年同月比2.1倍の38

億7,000万米ドルと絶好調だった。うち「繊維・衣類」

（３％増・13億2,000万米ドル）や「木材・木工品」（１％

減・８億4,000万米ドル）「履物」（３％増・７億1,000

万米ドル）といった労働集約型の品目の伸び幅は小さ

かった。相互関税発動前の駆け込み輸出の反動が出て

いるとみられる。

2025/11/7（金）
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玩具、１年前の３倍に

10月の輸出全体を品目別でみると、最大品目の電

子・電子部品は65.6％増の97億9,000万米ドルだった。

４カ月連続で50％以上、２カ月連続で65％以上とハ

イペースで成長を続けている。前月比では7.6％減だっ

た。

品目別３位の電話・電話部品は10.9％増の50億

8,000万米ドルだった。

繊維・衣類は前年同月比1.5％減の31億8,000万米

ドルだった。前月比は2.5％減だった。対米輸出の鈍

化が響いた。

玩具・スポーツ用品・部品は180％増の９億6,000

万米ドルだった。主要品目の伸び率では４カ月連続で

最大だった。南部で２月に稼働を開始したデンマーク

の玩具大手レゴグループや、北部クアンニン省で鴻海

科技集団（フォックスコン）が生産するゲーム機器が

押し上げているようだ。

野菜・果物（前年同月比78.6％増）、輸送機材・部

品（同15％増）も好調が続いている。

10月輸入16.8％増

10月の輸入額は16.8％増の394億5,000万米ドル

だった。前月比では0.9％減だった。

最大品目の電子・電子部品は39.2％増の131億米

ドルだった。43.6％増だった前月からは減速した。

10月の貿易収支は26億米ドルの黒字だった。

１～10月輸出は16％増

１～ 10月の輸出額は前年同期比16.2％増の3,910

億米ドルだった。電子・電子部品は47.9％増の872

億9,000万米ドルだった。

輸入額は18.6％増の3,714億4,000万米ドルだった。

電子・電子部品は39.1％増の1,231億5,000万米ドル

だった。鉄鋼は14.5％減の89億6,000万米ドルだった。

貿易収支は195億6,000万米ドルの黒字だった。

  速報値                        出所：統計局

ベトナムの輸出入額の推移
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オモン火力、開発が加速
沖合ガス田は 27年夏供給へ
ベトナム南部で日本の官民が協力するオモン電力コンプレックス整備と、発電所に燃料を供給する海洋ガス田「ブ

ロックＢ」開発が、ここに来て動きを活発化している。発電所ではオモン第４が８月に着工式を開催し、ブロック

Ｂは開発資金として10億米ドル（約1,540億円）の調達が10月に決まった。目標通り2027年８月ごろにブロッ

クＢからのガス供給が始まり、受け手の発電所群も完成すれば、南部での電力需給が格段に改善するとともに段階

的な脱炭素に向けたエネルギー移行につながると期待が高まっている。

「オモン第４とブロックＢ・オモンガス火力の一連

のプロジェクトの成功は政治的命題だ」――。オモン

第４の事業主体であるベトナム国家産業エネルギーグ

ループ（ペトロベトナム）のレ・マイン・フン会長は

着工式でこう力を込めた。第４火力の設備容量は115

万5,000キロワットで、28年の稼働開始を見込む。ホー

チミン市党書記のチャン・ルー・クアン氏も最近の視

察で、一連のプロジェクトは南部の電力安定と国の脱

炭素戦略に直結する「国家的に戦略性の高い事業だ」

と強調した。

オモン第４の設計・調達・建設（ＥＰＣ）は韓国の

斗山エナビリティー（旧斗山重工業）が受注している

が、設備の中核であるタービンには日本の技術が採用

されている。三菱重工業が供給するＪＡＣ形と呼ばれ

る最新鋭のガスタービンで、同社はガスタービンと蒸

気タービンを組み合わせたコンバインドサイクル（Ｇ

ＴＣＣ）発電設備として熱効率は「世界最高レベル」

と強調する。

オモン第４は、第１～４まであるオモン電力コンプ

レックスの一角をなす。国営ベトナム電力グループ（Ｅ

ＶＮ）が事業主体の第１は、約838億円の円借款で建

設。１号機のＥＰＣは三菱重工業と三菱商事、２号機

は双日などが受注し、それぞれ09年と15年に完成し

た。

第２火力は丸紅と建設・貿易総公社のコンソーシア

ム（企業連合）が投資予定。現在もプロジェクト推進

に向けた調整が進んでいる。第３の事業主体はペトロ

ベトナムが務めるが、国際協力機構（ＪＩＣＡ）は円

借款の供与に向けた調査を進めている。第２と第３は

ともに着工前だが、コンプレックスのいずれにも日本

の官民が関わるいわば「日の丸プロジェクト」（日本

政府関係者）だ。

第１～４の合計発電容量は381万キロワット。供給

する電力は年間220億キロワット時を予定する。「第

８次国家電力開発基本計画（ＰＤＰ８）」改訂版が30

年時点で見込む国の総発電量の４％前後を占める規模

で、南部の電力需要を支える一大プロジェクトだ。

ホーチミン市

ラックザー街区
（アンザン省）

カントー市

旧カマウ市
（カマウ省）

200km200km

83km

102km

N NA作成

37km

ブロックB

オモン電力
コンプレックス

2025/11/18（火）
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国産ガスで燃料自給

オモンが重要視されるのは規模の大きさゆえだけで

なく、燃料が南部アンザン省沖で開発中のブロックＢ

から産出される天然ガスであるからだ。ブロックＢの

ガス生産能力は日量４億9,000万立方フィートを見込

む。国内ガス田が枯渇しつつある中で、巨大発電所を

自給自足できるメリットは大きい。

そのブロックＢの開発も日本が支えている。三井物

産傘下の三井エネルギー資源開発 （ＭＯＥＣＯ）とエ

ネルギー・金属鉱物資源機構（ＪＯＧＭＥＣ）が共同

出資する事業会社２社はガス田の権益の23％を握る。

ＭＯＥＣＯは、オモンにつながるパイプラインを使っ

た輸送事業の権益15％も保有する。同社が拠出する

費用は計７億4,000万米ドル。財源は国際協力銀行（Ｊ

ＢＩＣ）などによる総額８億米ドル余りの協調融資が

基盤となっている。

遅延８年超にして歯車が回転

ブロックＢを主導するペトロベトナムやＭＯＥＣＯ

などが最終投資決定をしたのは24年３月。計画当初

は16年にガスの供給を開始し、重油で動かしていた

オモン第１の燃料を切り替える予定だった。既に９年

も遅延しているのはブロックＢのコンソーシアムに当

初参加していた米石油大手シェブロンの撤退などが原

因だが、コンソーシアムを再編し最終投資決定をした

後は進捗が加速している。ブロックＢ開発は24年９

月に着工にこぎつけた。

今年10月にはペトロベトナムがブロックＢ向けに

総額10億米ドル余りの融資契約を国営銀行大手ベト

コムバンクと締結した。ブロックＢでは、海上で採掘

したガスを集約・処理する中央生産設備（ＣＰＰ）の

基礎構造がこのほど着工しており、開発は建設段階に

移った。

27年８月ごろのガス供給に目処がついたことで、

ガスの受け手であるオモン側でも歯車が回り始め第４

の着工につながった。オモンを巡っては、会計検査院

が10月に公表した報告書で第１火力への円借款につ

いて「目的が十分に達成されていない」と指摘した。

ブロックＢの開発の遅れでガスへの燃料の切り替えが

遅れたことに加え、想定外の重油の値上がりで第１の

稼働率が数％程度にとどまったことを問題視したため

だ。ただ、ブロックＢの開発が軌道に乗り始めたこと

で、第１の稼働率向上も視野に入りつつある。燃料転

換を巡っては、三菱重工業がこのほど第１向けにボイ

ラー設備を受注するなど、本格的な転換に向けて動き

が進んでいる。

オモン第１火力発電所およびブロックＢを巡る動き
時期 オモン第１ ブロックＢ

2005年 １号機の工事契約締結
2009年 １号機完工、運転開始
2011年 基本設計が完成
2012年 ２号機の工事契約締結

2015年 ２号機完工、運転開始 ６月　シェブロンが撤退しペトロ
　　　ベトナムが事業参加

2024年 ３月　最終投資決定
９月　ガス田開発が着工

2025年

９月　燃料転換でＥＰＣ
　　　契約締結
10月　会計検査院が意見
　　　表示を発表
11月　三菱重工がボイラー
　　　設備受注を発表

７月　天然ガスを送る陸上パイプ
　　　ラインの起工式
10月　開発資金10億ドルを調達
11月　中央生産設備（ＣＰＰ）
　　　基礎構造着工

2027年 ８月ごろ　ガス供給開始見込み
出所：会計検査院、各種報道より
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半導体チェーン、越で芽吹き
ビンＧや新興続々、政策支援厚く
ベトナムで半導体産業や半導体を組み込んだ先端技術産業が勃興しつつある。ビングループ傘下の新興企業ビンロ

ボティクスはヒューマノイド（ヒト型ロボット）を開発し、製造現場やサービス業での実用を目指す。中部ダナン

市では、市の政策支援を受けて半導体の設計や後工程で外資の投資が拡大しており、新興企業も育ちつつある。官

民挙げて技術立国への飛躍を目指すベトナムの半導体産業に、東京エレクトロン（東京都港区）やディスコ（同大

田区）など日系企業も熱い関心を寄せている。

緑の照明が反射するステージに、ゆっくりとヒト型

ロボットが歩み出た。７日から首都ハノイ市で開催

された半導体見本市「ＳＥＭＩエキスポ・ベトナム

2025」の開幕式での一コマだ。大型スクリーンを背に、

ヒト型ロボットは腕を上げてジェスチャーを見せ、会

場の視線を集めた。

ロボットは地場複合企業ビングループ傘下で、

2024年設立のビンロボティクスが開発した。ベトナ

ム初となるヒト型ロボットで、司会者の問いかけに流

ちょうな英語で自己紹介し、歩行や手ぶりなどの基本

動作を備えていた。同社は設立から８カ月で５機の試

作機を完成させたという。

８日のセミナーで登壇した同社のゴ・クオック・フ

ン最高経営責任者（ＣＥＯ）は、「少子高齢化による

労働力不足や若年層の製造業離れが進む中、ヒューマ

ノイドは近い将来、社会に不可欠な存在になる」と強

調。「ヒト型であるからこそ、既存の人間の作業環境

に適応できる」と述べた。

展示エリアでは、同じビングループ傘下のビンモー

ションのヒューマノイドも人気を集めた。ビンロボ

ティクスのロボットと並んで展示され、来場者が撮影

したり、動作に見入ったりした。ビンモーションのヒ

ト型ロボットは英語で「何歳ですか」と問われると、

「９カ月です」と答え、「私は試作品の第１号」と返し

て周囲を沸かせた。

ビングループのスタッフによると、ビンロボティク

スのモデルは工場での作業支援など産業用向けに、物

体の持ち上げや搬送、組み立てといった動作に対応で

きる設計だ。ビンモーションのモデルは受け付けや案

内などのサービス分野での活用を想定しており、今後

は産業向けも手がけていくという。

ダナン、新たな集積地に

会場では、マーベル・テクノロジーズやシノプシス

などの半導体設計大手が拠点を構える中部ダナン市

が、地方省市として唯一ブースを出展。配達ロボット

やドローン（小型無人機）などの製品を披露し、半導

体産業の新たな集積地としての存在感をアピールし

た。

地場チュンナム・グループ傘下で電子機器の受託製

造（ＥＭＳ）を手がけるチュンナムＥＭＳのムッシン・

ジャスリ取締役は、ダナン市の魅力を「半導体企業の

誘致に向け、人材育成やインフラ整備、投資優遇策、

国際協力に力を入れている点だ」と語る。首都ハノイ

市や南部ホーチミン市に比べ、人件費の低さも魅力と

いう。ダナン市には、地場ＩＴ最大手のＦＰＴグルー

プが先端パッケージング工場とテスト工場を建設する

計画だ。

もっとも、製造拠点としての集積はまだ途上だ。ジャ

スリ氏によると、ダナン市内のＥＭＳ企業は同社を含

め２社のみで、電子部品の基盤となるプリント基板（Ｐ

ＣＢ）メーカーは進出していない。中国に拠点を置く

ＰＣＢメーカーの多くは移転先としてベトナム北部や

タイに集中し、ダナン市は需要を取り込めていない状

況だ。

ＶＳＡＰラボ、研究開発から試作まで

今年１月に開園したばかりのダナン第２ソフトウエ

アパークに入居し、先端パッケージングの研究開発（Ｒ

＆Ｄ）を進める地場企業ＶＳＡＰラボは自前のブース

を構えた。同社の広報兼事業開発ディレクター、レ・

ホアン・フック氏は「当社はベトナムで初めて、先端

パッケージングの研究開発と試作を一体で行うラボ

（実験室）を備えた企業」と胸を張る。

展示パネルには、25 ～ 30年の技術ロードマップ（行

程表）が描かれていた。26年に建屋が完成し、同年

６月に初製品を出荷予定という。ラボには前工程から

後工程までの設備を備え、パッケージング技術の開発

を進める。29年までに独自の技術を段階的に展開し、

最終段階ではチップを積層して高密度化を図る2.5Ｄ・

３Ｄパッケージングを実用化する構想だ。30年以降

には前工程への進出も視野に入れる。

資金は政府系エンゼル投資家や民間からの投資で、

創業メンバーには日本、台湾、韓国、米国で活躍して

2025/11/19（水）
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きた海外在住ベトナム人技術者が名を連ねる。フック

氏は「当社は技術移転ではなく、民間企業として自ら

技術を開発していく」と強調した。

東京エレクトロン「進出を検討」

ＳＥＭＩエキスポにはベトナムの半導体需要の拡大

を見据え、日系企業も出展した。東京エレクトロンの

シンガポール法人、東京エレクトロン・シンガポール

で営業統括を担当する芹澤洋太氏はベトナムについ

て、「前工程の工場（ファブ）の建設を進めているイ

ンドと同様に可能性のある国」とし、「今後、駐在事

務所や現地法人の設立も検討していく」と話した。

鹿島の現地合弁会社インドチャイナ・カジマ・デベ

ロップメントや精密加工装置および加工ツールメー

カーのディスコの現地法人ディスコ・ハイテック・ベ

トナムも、それぞれブースを構えた。
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NEWS PICK UP
10 月ＰＭＩは 54.5、１年２カ月で最高
2025/11 /4（火）

米調査会社Ｓ＆Ｐグローバルが１日に発表したベ

トナムの10月の製造業購買管理者指数（ＰＭＩ）は、

前月から4.1ポイント上昇し54.5だった。2024年９

月以降の１年２カ月で最高で、楽観圏と悲観圏の節目

となる50を４カ月連続で上回った。生産量は６カ月

連続で増加し、新規受注は２カ月連続で増加した。９

月まで１年間減少していた雇用は増加に転じた。一方、

インフレ圧力は引き続き高く、投入コストと販売価格

はともに上昇した。

新規受注の伸びはさらに加速し、企業の信頼感も過

去１年４カ月で最高だった。輸出向けの受注は１年ぶ

りに増加したものの、伸びは小幅にとどまった。

生産量は24年７月以来最も急激なペースで増加し

た。受注残は10カ月ぶりに増加したほか、購買活動

は４カ月連続で増加。生産拡大に向けて材料調達を進

めたことが背景にある。完成品の在庫は、受注に対応

するための取り崩しで減少した。

雇用は９月までの12カ月連続の減少から増加に転

じ、従業員数の拡大が見られた。新規受注の増加や生

産量拡大が主な要因とされる。

サプライヤーの納期は引き続き長期化した。悪天候

や洪水が一因とみられ、10月は過去４カ月間で最も

納期の遅延が大きかった。

市場価格の上昇や原材料の供給不足により投入コス

トは急上昇し、24年７月以来最高水準となった。販

売価格も５カ月連続で上昇し、上昇率は３年４カ月ぶ

りの高水準に達した。

Ｓ＆Ｐグローバルの経済部門責任者、アンドリュー・

ハーカー氏は「10月は新規受注と生産量が大幅に増

加し、追加人材の採用や在庫積み増しが見られた」と

指摘した。その上で、現時点では価格の上昇は受け入

れられており新規注文につながっているものの、イン

フレ圧力の高まりにより「新規注文の勢いが弱まり始

める可能性がある」と懸念を示した。

出所：Ｓ＆Ｐグローバルのデータなどを基にＮＮＡ作成

ベトナムのＰＭＩ推移
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中部の大洪水、死者・行方不明者 46人に
2025/11 /5（水）

ベトナム中部で記録的水害が続いている。ベトナム

の防災・堤防管理庁は３日、一連の洪水被害について

死者40人、行方不明者６人と発表した。全壊または

流出した家屋は104棟におよび、合計で約7,700世帯

（２万3,562人）が避難する事態となっている。交通

や電力、通信インフラへの被害も広い地域でみられ企

業活動に損害が発生している。５日にかけては北中部

ハティン省・中部クアンチ省エリアで台風25号（国

際名：カルマエギ）の影響で再び河川が増水するとみ

られている。

死者数が特に多いのは中部フエ市で15人と同ダナ

ン市14人。クアンチ省が７人、中部高原ラムドン省

で４人。負傷者は被害地域全体で76人。16万3,000

戸で停電、９つの村で通信障害が発生している。

３日付ベトナムニュース（ＶＮＳ）によれば、フエ

市郊外ボー川の水位は過去１週間のうちに３回上昇す

る局面がみられた。各回の最高水位はそれぞれ5.25

メートル、5.28メートル、5.31メートルで、いずれ

も2020年の歴史的記録（5.24メートル）を上回った。

１回目のピーク時には、同市のバックマ山では10

月26日午後７時からの24時間降水量が1,739ミリに

到達。ベトナム全土の年間平均降水量（1,400 ～ 2,400

ミリ）にほぼ匹敵する記録だ。

ダナン市の経済損失48億円に

ダナン市は、３日午後の時点で市内経済の被害総額

は推定で約8,370億ドン（約48億円）を超えたと発

表している。そのうち交通関連の損害額は約180億ド

ンを占める。

ダナン市全域で4,835世帯（計1万5,886人）が避難、

家屋78棟が倒壊し、269棟が損傷している。

農業については、全体で１万816ヘクタールの田畑

が被害を受けた。トイチェーの取材に応じたダナン市

のコメ販売業者は「10月31日に地域で最も高い場所

にあった倉庫が浸水被害を受けた。人生で初めての出

来事だ。被害額は約10億ドン。財産をすべて失った」

と惨状を語っている。
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※前年同月比                       出所:統計局

ベトナムの鉱工業生産指数増減率の推移
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鉱工業生産 11％増、自動車１年４カ月ぶり減
2025/11 /7（金）

ベトナム統計局（ＮＳＯ）が６日発表した10月の

鉱工業生産指数（2015年＝100）は192.9（速報値）で、

前年同月から10.8％上昇した。主要33品目のうち27

品目が前年同月の生産量を上回った。縫製品や鉄鋼関

連の生産が拡大した一方で、自動車の生産は2024年

６月以来１年４カ月ぶりに減少した。

鉱工業生産指数の伸び率は９月の12.7％（修正値、

速報値は13.6％）から1.9ポイント減速した。分野別

の指数は◇鉱業＝前年同月比3.1％増◇加工・製造業

＝同11.4％増◇電力＝同11.0％増◇水道・廃棄物処

理＝同12.2％増――だった。

主要33品目のうち生産量の伸び幅が大きかった

のは◇圧延鋼材＝36.8％増◇棒鋼＝21.1％増◇鉄・

粗鋼＝20.4％増◇縫製品＝15.9％増◇セメント＝

13.3％増◇テレビ＝13.3％増――など。

自動車は2.9％減で、前月の19.7％増からは一転マ

イナスに落ち込んだ。二輪車は13.8％増で、6.6％増

だった前月から加速した。

生産量が最も減少したのは調味料（8.5％減）。ＮＰ

Ｋ肥料（4.0％減）とウレ肥料（3.1％減）も減少した。

１～10月は9.2％増

１～ 10月の鉱工業生産指数は前年同期から9.2％

増加した。分野別にみると◇鉱業＝前年同月比0.1％

減◇加工・製造業＝同10.5％増◇電力＝同6.8％増◇

水道・廃棄物処理＝同9.0％増――だった。

主要品目の生産量では30品目が前年同期の生産量

を上回った。うち自動車（42.2％増）とテレビ（19.6％

増）の伸びが目立った。

10 月物価 3.25％上昇、前月から伸び鈍化
2025/11 /7（金）

ベトナム統計局（ＮＳＯ）が６日発表した10月の

消費者物価指数（ＣＰＩ）上昇率は前年同月比3.25％

で、前月の上昇率から0.13ポイント減速した。生活

実感に近い前月比では0.20％の上昇だった。住宅・

建材や医療分野の価格上昇が続いている。

ＣＰＩを構成する主要11項目のうち、前年同月比

で上昇したのは９項目。最も伸び率が高かったのは医

療品・保健医療で12.63％。住宅・建材は6.76％だっ

た。食品類は2.09％、うち外食は3.96％となった。

一方、交通（0.02％減）と郵便・通信（0.54％減）

は前年同月比で下落した。交通の下落は10月中旬に

ガソリンの価格が５カ月ぶりの安値になるなど、燃料

価格の調整が影響したとみられる。

一時的要因を除いたコアインフレ率は前年同月比

3.30％、前月比0.35％だった。

前月比では、交通（0.81％減）を除く10項目が上

昇。上昇率は食品類が0.59％と最も大きかったもの

の、緩やかな上昇にとどまった。
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出所：統計局

ベトナムのＣＰＩ伸び率の推移
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ベトナムの消費者物価指数（ＣＰＩ）伸び率

項目 2025年10月 2025年
１～10月

前年同月比 前月比 19年比 前年同期比
食品類 2.09 0.59 25.59 3.18
穀物 ▲ 1.46 0.02 32.47 0.47
食品 1.96 0.69 22.32 3.43
外食 3.96 0.57 31.02 3.74

飲料・たばこ 2.36 0.12 16.11 2.22
衣料・履物・帽子 1.50 0.18 9.60 1.29
住宅・建材（※） 6.76 0.01 29.69 6.20
家庭用品 1.69 0.20 10.17 1.64
医療品・保健医療 12.63 0.04 26.25 13.39
医療サービス 16.38 0.01 32.09 17.41

交通 ▲ 0.02 ▲ 0.81 7.14 ▲ 2.61
郵便・通信 ▲ 0.54 0.03 ▲ 4.39 ▲ 0.48
教育 3.27 0.51 27.15 1.95
教育サービス 3.45 0.56 28.34 2.01

文化・スポーツ・娯楽 1.81 0.06 8.89 1.96
その他物品サービス 3.06 0.43 26.46 5.13

全体 3.25 0.20 20.44 3.27
コアインフレ 3.30 0.35 - 3.20

▲はマイナス、単位：％
※家賃、水道光熱費、建材を含む　　　　　　　　　　　　　　出所：統計局

１～ 10月のＣＰＩ上昇率は前年同期比3.27％で、

国家目標の上限（4.5 ～５％）を下回った。項目別で

は医療品・保健医療（13.39％）、住宅・建材（6.20％）、

その他物品サービス（5.13％）が大きく上昇し、食品

類は3.18％だった。



14

NEWS PICK UP

10 月の外国人旅行者、22％増で 173 万人
2025/11 /7（金）

ベトナム統計局（ＮＳＯ）が６日に発表した10月

の外国人旅行者数は、前年同月比22.1％増の173万

3,000人だった。前月比では13.8％増で、３カ月ぶり

に前月水準を下回った前月から回復した。

国・地域別で最も多かったのは中国の43万3,000

人（前年同月比41.9％増）、韓国が２位の36万1,000

人（1.7％減）、台湾が10万7,000人（1.8％減）だった。

日本は７位で６万1,000人（8.9％増）となった。

１～ 10月の累計の外国人旅行者数は1,716万8,000

人で、前年同期比21.5％増だった。国・地域別では

中国が432万7,000人（43.7％増）で最多。韓国が

359万9,000人（3.6％減）、日本は５位で67万9,000

人（16％増）だった。

ベトナムの外国人旅行者数

国・地域
2025年10月 2025年１～10月

旅行者
（万人）

前年同月比
増減率（％）

旅行者
（万人）

前年同期比
増減率（％）

中国 43.3 41.9 432.7 43.7
韓国 36.1 ▲1.7 359.9 ▲3.6
台湾 10.7 ▲1.8 103.3 ▲2.8
インド 7.0 69.9 57.5 45.7
ロシア 6.7 261.0 50.2 182.2
米国 6.2 6.6 68.5 7.5
日本 6.1 8.9 67.9 16.0
カンボジア 6.0 49.3 55.0 50.3
マレーシア 4.9 37.1 45.5 15.8
タイ 4.8 22.9 37.4 10.1
その他 41.5 - 439.1 -

合計 173.3 22.1 1,716.8 21.5
※▲はマイナス 出所：統計局

出所：統計局
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出所：統計局
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１～ 10月海外直接投資、16％増の 315 億ドル
2025/11 /10（月）

ベトナム統計局（ＮＳＯ）によると、2025年１～

10月の海外直接投資（ＦＤＩ）の認可額は前年同期

比15.6％増の約315億2,000万米ドル（約４兆8,300

億円）だった。実行額は8.8％増の213億米ドルで、

過去５年間で同期間として最大だった。

認可の内訳をみると、新規認可件数が21.1％増の

3,321件、新規認可額が7.6％減の140億7,000万米ド

ルだった。追加投資は1,206件、121億1,000万米ド

ルだった。追加認可額は45.0％増だった。合併・買

収（Ｍ＆Ａ）に当たる出資・株式取得は2,918件、53

億4,000万米ドルだった。金額は45.1％増だった。

産業別の新規認可は加工・製造（79億7,000万米

ドル）が最大で、不動産（27億5,000万米ドル）が

続いた。

日本は国別４位

新規と追加の合計認可額261億8,000万米ドルの内

訳を国・地域別でみると◇シンガポール（58億3,000

万米ドル）◇韓国（36億7,000万米ドル）◇中国（36

億3,000万米ドル）◇日本（26億2,000万米ドル）◇

香港（24億8,000万米ドル）――の順だった。

省市別にみると◇北部バクニン省（49億4,000万

米ドル）◇首都ハノイ市（36億3,000万米ドル）◇

南部ホーチミン市（26億2,000万米ドル）◇南部ド

ンナイ省（23億米ドル）◇北部ハイフォン市（20億

8,000万米ドル）――の順だった。

25 年成長率 7.7％に上方修正、ＵＯＢ銀予測
2025/11 /12（水）

シンガポールの金融大手ＵＯＢ銀行は10日、2025

年通年のベトナムの実質国内総生産（ＧＤＰ）成長

率予測を7.7％に上方修正した。９月にも従来予測の

6.9％から7.5％に引き上げていた。ベトナム外資系企

業協会（ＶＡＦＩＥ）の電子メディア「インベスター」

が同日伝えた。

第４四半期（10 ～ 12月）の成長率予測は7.2％に

据え置いた。トランプ米大統領が７月、ベトナムから

の輸入品に対する相互関税率を20％、ベトナム経由

の積み替え品についても40％とし、従来予告してい

た46％から引き下げたことを楽観材料に挙げた。

英金融大手スタンダード・チャータード（スタン

チャート）も10月末、ベトナムの成長率予測を25年

通年で7.5％（従来予測6.1％）、26年通年で7.2％（同

6.2％）に上方修正した。英金融大手ＨＳＢＣも、25

年通年を7.9％（同6.6％）、26年通年を6.7％（同5.8％）

に引き上げている。

ベトナムの第３四半期（７～９月）の実質ＧＤＰ

は前年同期比8.23％増加し、第２四半期（４～６月）

の8.19％やＵＯＢ銀行が予測した7.6％を上回った。

米国の関税が発動したが、輸出が好調だった。１～９

月のＧＤＰ成長率は7.85％で、輸出増加率は総額が

16％、対米が27.7％に達した。

新興「砂電池」アルテルノ、日本進出
2025/11 /14（金）

熱エネルギーを貯蔵、分配する「砂電池」を手がけ

るベトナム発のスタートアップのアルテルノは10月

31日、茨城県つくば市に日本法人を設立したと発表

した。研究開発（Ｒ＆Ｄ）および生産を行い、農業や

軽工業向けに熱エネルギーの脱炭素化ソリューション

を提供する。

新会社の名称は「アルテルノ・ジャパンＧＫ」。日

本では農業向けに温室や食品乾燥向けの熱源として、

軽工業向けには繊維・素材乾燥プロセス向けの熱源と

して提案を行う。製品開発には、金属加工を手がける

菊池精機（茨城県那珂市）、山崎工業（同）が協力する。

製品認証の迅速化、現地化による製造コスト削減、日

本産業規格（ＪＩＳ）との整合化を推進するとしてい

る。

コスト削減と脱炭素を実現

日本法人が手がける製品は主に「アルテルノ・ハイ

ブリッド」と「アルテルノ・ミニ」の２つ。ハイブリッ

ドは電気とバイオマス加熱を組み合わせた熱電池だ。

農産物加工施設において有機廃棄物をエネルギーに変

換して生産活動に供給し、コスト削減と二酸化炭素（Ｃ

Ｏ２）排出量の削減につなげる。

ミニは、小規模施設、研究機関、実証プロジェクト

向けに設計されたコンパクトな熱電池だ。現在は菊池

精機と山崎工業と協力し開発を進めている。

アルテルノはその他にも、データセンターや重要イ

ンフラ向けの次世代の砂ベース電力貯蔵システムも開

発中だと強調している。

アルテルノの共同創業者兼最高経営責任者（ＣＥＯ）

のハイ・ホー氏は「日本でも最も革新的な農業地域の

１つである茨城でのパートナーシップを通じて、産業

の脱炭素化への道筋を創出していく」と強調した。

アルテルノの日本進出にあたっては、つくば市、ア

ジア開発銀行（ＡＤＢ）のベンチャー投資（ＶＣ）部

門であるＡＤＢベンチャーズ（ＡＤＢＶ）、スタート
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アップ投資のアントロッド・キャピタル、日本貿易振

興機構（ジェトロ）、国際協力機構（ＪＩＣＡ）、ディー

プテック系スタートアップ支援のリバネス（東京都新

宿区）、ＮＴＴ東日本などが協力した。

アルテルノは2023年設立でシンガポールと南部

ホーチミン市にオフィスがある。熱供給と脱炭素化を

両立できる砂蓄熱技術を活用した「砂電池」の開発に

成功した。砂蓄熱は、リチウムやコバルト、ニッケル

などのレアメタルを活用した蓄電池と比べて単位当た

りのエネルギー密度で劣るものの、低コストで長寿命、

幅広い温度帯に対応できるなどの長所がある。

ビンＦ 10月２万台納車、10カ月ぶり
2025/11 /14（金）

ベトナムの電気自動車（ＥＶ）メーカー、ビン

ファストは、10月にベトナムで２万380台のＥＶを

納車した。前年同月から約８割、前月から46％増え、

2024年12月以来10カ月ぶりに２万台を突破した。

10月のモデル別の納車台数をみると、小型スポー

ツタイプ多目的車（ＳＵＶ）「ＶＦ３」が4,619台を

引き渡し、トップだった。２位は小型ＳＵＶ「ＶＦ５」

で4,450台を引き渡した。８月に納車を開始した７人

乗り多目的車（ＭＰＶ）の「リモ・グリーン」は4,160

台で３位。４月に納車を開始した事業者向けＳＵＶ「ヘ

リオ・グリーン」は2,920台で４位だった。

１～ 10月の納車台数は計12万4,264台となった。

ＶＦ３が３万6,005台でトップ、ＶＦ５が３万5,406

台で続いた。ＶＦ６は１万6,949台だった。

ビンファストのグローバルビジネス担当副社長のズ

オン・ティ・トゥー・チャン氏は「月２万台以上、年

初からの10カ月で12万4,000台を超える引き渡しは

ベトナム市場では前例がない。顧客からの信頼と支援

のたまもの」と述べた。

出所：ビンファスト

ビンファストのベトナム国内での納車台数推移（月間）
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空売りの条件付き容認へ、証券委が検討
2025/11 /14（金）

ベトナム国家証券委員会（ＳＳＣ）はこのほど、証

券市場の格上げに向け、証券の空売りを条件付きで認

める方向で検討に入った。11日付ＶＮエクスプレス

が報じた。

政府は現在の「フロンティア市場」から「エマージ

ング（新興国）市場」への格上げを目指している。９

月には首相決定2014号（2014 ／ＱＤ―ＴＴｇ）で格

上げに向けた計画を承認しており、今回の検討はその

一環だ。

財務省はＳＳＣに対して、ベトナム証券保管機構（Ｖ

ＳＤ）などと協力して、当局の監視が行き届いた状況

で空売りができるような仕組みを検討するよう求めて

いる。

ＳＳＣは具体的な規定や、2026 ～ 28年に導入を完

了するためのロードマップ（行程表）も作成する。

現在ベトナムでは、現物の株取引における空売りは

認められていないが、一部の投資家が個人間で株を貸

し借りして空売りに当たる行為を行っている事例があ

るという。

アニオー姫ミュージカル、来年９月日本上演
2025/11 /17（月）

2023年に日越外交関係樹立50周年を記念して制作

されたオペラ「アニオー姫」のミュージカル版が26

年９月に神奈川県の劇場で初上演される。主役のアニ

オー姫を演じるドー・ファン・ザー・ハンさんは14日、

ベトナムの首都ハノイ市で開かれた制作発表で「アニ

オー姫のプロジェクトに参加できて大変光栄。精いっ

ぱい頑張りたい」と日本語でスピーチした。

物語は、江戸時代初期に御朱印船でベトナム中部を

訪れた商人が現地の王女と結婚し、長崎で暮らすも鎖

国で王女の帰国がかなわなくなるという史実に基づ

く。23年に両国共同でオペラが制作され、好評だっ

たことからミュージカル版が制作されることとなっ

た。

主役のアニオー姫はダブルキャストで、一人は宝塚

歌劇団出身の音くり寿さんが演じる。日本大使公邸で

開催された制作発表会では、もう一人のアニオー姫役

であるハンさんがお披露目の場に立ち、長崎からベト

ナムの父母を思う歌「ダンバウ～ふるさとの響き～」

を歌い上げた。

アニオー姫は、23年のオペラ版の初演をハノイ市

を訪問中だった秋篠宮ご夫妻が鑑賞し、今年８月から

は長崎のハウステンボスで歌劇として上演されてい

る。伊藤直樹・駐ベトナム大使は「日越の間でアニオー

姫を巡る共感の輪が広がっている」と語った。アニオー

姫のミュージカル化を提案したというベトナム訪問中

の黒岩祐治・神奈川県知事も、「みなさんと一緒にこ

のミュージカルを大きく育てていってほしい」と力を

込めた。

公演は９月11 ～ 28日にＫＡＡＴ神奈川芸術劇場

（横浜市）で20回を予定する。

ヤマト運輸、27年からベトナム人運転手採用
2025/11 /17（月）

ヤマト運輸は13日、ベトナムＩＴ最大手ＦＰＴの

日本法人ＦＰＴジャパンホールディングス（東京都港

区）と、特定技能制度を活用したベトナム人大型トラッ

クドライバーの採用・育成に関する基本合意書を12

日に締結したと発表した。在留資格は「特定技能１号」

で、最長５年間就労できる。2027年から年100人の

採用を目指す。日本の大型トラックドライバーの平均

年齢は50.9歳と、全産業平均より6.8歳高い中、日本

国内の持続可能な輸送体制を確立する狙いだ。

ＦＰＴグループのベトナムにある教育機関で特別ク

ラスを新設し、25年12月以降に入学希望者の募集を

開始する。26年に開校し、半年間で基本的な日本語

や日本文化、安全学習を教える。自動車運送業分野の

特定技能１号評価試験を受験してもらう。

日本渡航後の最初の１年間は、留学生としてＦＰＴ

ジャパンの日本語学校で受け入れる。その間に外国の

運転免許証から日本の運転免許証への切り替え試験受

験や大型自動車第一種運転免許を取得してもらう。

27年に特定技能外国人としてヤマト運輸に入社。

ヤマト運輸の社内運転免許取得後、宅配ではなく拠点

間輸送を担う大型トラックドライバーとして従事す

る。

ヤマトホールディングスの長尾裕社長は声明で、「外

国人との共生社会を実現し、多様な人々が活躍できる

環境を整備することで、持続可能な物流の構築に貢献

していく」とコメントしている。
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神戸港がロンアン港と提携、航路拡大へ
2025/11 /20（木）

神戸市港湾局は18日、神戸港がベトナム南部タイ

ニン省のロンアン港との間で覚書を結んだと発表し

た。両港間の航路拡大や人材育成などで連携する。

神戸市港湾局とロンアン国際港湾運営管理が17日

に覚書を締結した。連携分野は◇コンテナ船や在来船

といった貨物船の両港間の航路拡大の支援と、便利で

質の高いサービスの提供◇海上輸送関連情報の交換強

化と、関連産業の動向、海上輸送技術、国際輸送市場

などに関する情報共有◇相互の人的交流と相互訪問活

動の強化、港湾関係者の育成――。

ロンアン港は南部ホーチミン市から南に約40キロ

メートルの距離にある。神戸市港湾局は「ロンアン港

は2023年にコンテナの取り扱いを始めたばかりなが

ら、国際的な投資誘致に積極的に取り組んでおり、将

来的な発展が期待される」とコメント。覚書を基に連

携を進め、両港のさらなる発展を目指すとしている。

ロンアン港は約2,000ヘクタールに及ぶ各種開発事

業が進む一帯に位置する。貨物取扱量は22年時点で

約220トン。将来的に年間100万ＴＥＵ（20フィー

トコンテナ換算）まで引き上げる目標を掲げ、開発を

進めている。

ビンＦの赤字拡大、「手元資金は十分」強調
2025/11 /25（火）

米ナスダック市場に上場するベトナムの電気自動車

（ＥＶ）メーカー、ビンファストの赤字拡大に投資家

の懸念が高まっている。2025年第３四半期（７～９月）

に税引き後損失（純損失）が前年同期比81％増と拡

大したことを受けて、21日の決算説明会では手元資

金の内訳や不動産事業に参画した合理性などについて

の質問が相次いだ。同社経営陣は財務の健全性を強調

するとともに、車両設計の新プラットフォームへの転

換で利益率を改善させる計画を強調した。

グエン・ティ・ラン・アイン最高財務責任者（ＣＦＯ）

は９月末時点で手元資金は37億米ドル（約5,788億

円）あると説明。内訳は現金同等物が３億4,900万米

ドル、親会社のビングループからの資金調達コミット

メントが９億3,000万米ドル、グループ創業者のファ

ム・ニャット・ブオン氏などからが８億3,000万米ド

ル、残りは株式発行などで調達した資金だと明かした。

不動産参入に疑問の声

ビンファストの子会社ビンファスト・トレーディ

ング・アンド・プロダクション（ＶＦＴＰ）は11月、

不動産事業に参入するため地場不動産開発のサイゴ

ン・グローリーと協力協定を結んだ。ＶＦＴＰは20

兆7,000億ドン（約1,220億円）を出資し、サイゴン・

グローリーは協力プロジェクトの開発に携わり、リ

ソースと専門知識を提供してプロジェクトを管理す

る。

決算説明会では投資家から「計画に合理性はあるの

か。ＥＶ事業に専念すべきではないか」との疑義が投

げかけられたのに対して、レ・ティ・トゥ・トゥイ会

長は「元本保証の契約かつプロジェクトの進捗に応じ

て段階的に出資するため事業への影響はない」と述べ、

「当座の本業の資金は手元資金で賄うことができる」

と主張した。

ビンファストは利益率改善の方策として、車両設計

で新たなプラットフォームに転換する計画だ。アイン

ＣＦＯは「モデルによってはコストを最大50％削減

できる」と強調した。26年にかけてアジアに供給す

る車両の約８割が新プラットフォームで生産されたモ

デルになる見込みだとしている。
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ビングループ、中部ハティン省で国際港開発
2025/11 /25（火）

ベトナムの複合企業ビングループは、中部ハティン

省ブンアン経済区で国際港「ゾンズオン港」を開発す

る。投資額は８兆8,000億ドン（約523億円）。2028

年第２四半期（４～６月）の運用開始を予定する。ベ

トナム外資系企業協会（ＶＡＦＩＥ）の電子メディア

「インベスター」などが21日に伝えた。

ハティン省財務局が21日、開発計画を承認した。

敷地面積は123ヘクタール余り。港湾部が36ヘクター

ル、水面の使用面積は81ヘクタール、港と周辺イン

フラを結ぶ道路の面積が5.6ヘクタールとなる。

全長1,050メートルの埠頭３本を建設し、10万載

貨重量トン（ＤＷＴ）の貨物船・コンテナ船の入港を

可能にする。倉庫や物流インフラ、停泊地、回頭水域

を整備・確保し、ハティン省と周辺地域の貨物輸送・

保管ニーズに応える。年間取扱能力は940万～ 1,130

万トンを見込む。

着工は26年、完成は28年第２四半期を予定する。

運用期間は土地割り当ての決定を受け取った日から

70年間となる。運用開始後はブンアン経済区や周辺

地域、ラオスの経済発展に貢献すると期待される。

ビングループはブンアン経済区で21年に傘下の電

気自動車（ＥＶ）バッテリーメーカー、ビンＥＳエネ

ルギーソリューションズ（ビンＥＳ）の工場を立ち上

げ、今年６月にはＥＶメーカー、ビンファストの工場

を開所した。

ハティン省
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高度道路交通システム、26年１月運用開始へ
2025/11 /26（水）

ベトナムは2026年から、高度道路交通システム（Ｉ

ＴＳ）を本格的に運用開始する予定だ。既に多くの高

速道路にＩＴＳが導入されているが、個別に運用され

ているため、統合を進めている。自動料金収受システ

ム（ＥＴＣ）の普及やシステムの統合による交通予測

や事故対応の機能向上などを目指した動きだ。ネット

メディア「カフェＦ」が24日付で伝えた。

グエン・ベト・フン建設次官は21日の公共投資資

金実行状況確認会議で、各機関に対し重点プロジェク

トを優先的に進めるよう指示した。ＩＴＳ、ＩＴ、Ｅ

ＴＣ導入の３項目は年内に完了させるよう求めた。

ＩＴＳについては26年１月１日からの本格運用開

始に間に合うよう、年内に試運転を行うよう強調して

いる。ＩＴ請負業者には12月15日までにソフトウエ

アのエラー修正を完了するよう求めた。

フン氏は会議の直後、プロジェクト管理委員会と建

設局に対し、支出額が確定している案件は直ちに実施

するよう指示。支出額が確定していない場合は建設省

に問題点を報告するよう求めた。

南北高速道路東路（沿海部）でのＩＴＳ導入の進捗

状況について、建設省経済・建設投資管理局は、５つ

の区画は全ての機器が現場に到着済み、３区画で機器

を設置済み、12区画は設置工事中と報告した。

衣料品輸出、25年は６％増の 460 億ドルへ
2025/11 /27（木）

ベトナム繊維アパレル協会（ＶＩＴＡＳ）は、

2025年の繊維・衣料品の輸出額は前年比5.6％増の

460億米ドル（約７兆1,800億円）、貿易黒字は210

億米ドルに達するとの予測を明らかにした。25日付

トイバオキンテー電子版が報じた。

ベトナムの繊維・衣料品は世界138の市場に輸出さ

れている。米国が依然として主力市場で、輸出額は

11.75％増の186億米ドルに上る見通し。多くの企業

が26年３月末までの受注を確定し、第２四半期（４

～６月）分の商談を進めている。

ＶＩＴＡＳ副会長兼事務局長のチュオン・バン・カ

ム氏は、ベトナムは中国、バングラデシュに次ぐ世界

第３位の輸出国の立場を維持する見込みだとした上

で、「われわれは量や順位を追わない。最高級の品質

が目標だ」と強調した。より安価な生産地を求めてブ

ランドがベトナムを去った時期もあったが、政治とマ

クロ経済が安定し、優れた品質のベトナムに結局戻っ

てきているとの認識を示した。

ＶＩＴＡＳのブー・ドゥク・ザン会長は、懸念材料

として米中貿易摩擦により世界のサプライチェーン

（供給網）が再編を迫られ、ベトナムも影響を受けて

いることを指摘した。また、世界的な購買力低下や消

費者の支出抑制、環境に配慮した「グリーンファッショ

ン」の流行、国内では水道光熱費・輸送費・人件費の

上昇、北部と中部での自然災害による工場の操業停止

などを挙げた。

出所：トイバオキンテー電子版

繊維・衣料品の輸出先の構成比率（%）

米国
40.4

ＥＵ
10.9

日本
10.3

中国
7.9

韓国
7.7

ＡＳＥＡＮ
6.7

英国
2.0

ロシア
1.4

その他
12.7
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ハノイ、ガソリンバイクの制限を決議
2025/11 /28（金）

ハノイ市人民評議会（市議会）は26日、低排出ゾー

ン（ＬＥＺ）の設定基準や運用方法を定める市人民評

議会決議を全会一致で採択した。７月公布の首相指示

20号（20 ／ＣＴ―ＴＴｇ）は2026年７月１日から

環状１号線内でガソリンバイクを全面禁止する方針を

示していたが、市が時間帯や区域などに従って進入を

禁止する運用となる。ベトナムネットなどが報じた。

新決議は、2024年に首都法に基づいてＬＥＺの実

施規則を定めた市人民評議会決議47号（47 ／ 2024

／ＮＱ―ＨＤＮＤ）を代替。26年７月以降に指定し

たＬＥＺ内では、ガソリンバイクを時間帯や時期、ま

たは区域ごとに通行禁止とする。

ＬＥＺは26年７月に環状１号線内の９街区で導入

を開始し、28年に環状２号線内、30年に環状３号線

内へと順次拡大する。対象区域は、中心部から外縁部

に向けて最大36街区・村まで広がる。

規制対象車両は化石燃料バイクや軽油トラックの規

制に加え、配車アプリを利用する営業用バイクも含む。

欧州排ガス基準「ユーロ４」に適合していない自動車

についても、時間帯や区域で進入を制限し、最終的に

禁止する。

各種報道では、ＬＥＺでのガソリンバイクの走行が

禁止される具体的な時間帯などは明らかになっていな

い。26年７月まで市が検討する具体的条件が今後の

焦点となりそうだ。

越企業の 90％が貿易拡大楽観、ＨＳＢＣ調べ
2025/11 /28（金）

英金融大手ＨＳＢＣが25日発表した関税と貿易に

関する経営者調査結果によると、ベトナムでは向こう

２年間での貿易拡大への自信を示す企業が90％に上

り、世界平均の87％をわずかに上回った。

サプライチェーン（供給網）の混乱による収益悪化

を見込む企業は過去半年で20％から15％へと低下し

た。関税の影響が落ち着き始めていることが背景にあ

るとみられる。

貿易政策の影響を６カ月前より明確に認識している

と感じている割合は73％に上り、世界平均の67％を

上回った。

状況の変化への適応策では、貿易情勢の変動に対応

するため調達先や物流ルート、在庫管理への人工知能

（ＡＩ）導入を検討している企業は90％、リスクや需

要の予測を改善するためデータを活用している企業

は92％だった。主要領域で自給自足化型のサプライ

チェーンを構築し、輸入依存を軽減することを重視す

る企業も88％に上った。

不確実性への対応を強化するため内部的な変更を検

討している企業は91％、リスク管理計画を作成して

いる企業は90％、貿易の影響を軽減するため商品・

サービス構成を変更している企業は90％に上った。

調査対象者は、ベトナムの250人を含む世界17カ国・

地域の経営者6,750人。

台湾鴻海、ベトナム事業の売上高 83％増
2025/11 /28（金）

台湾のＥＭＳ（電子機器の受託製造サービス）世界

最大手、鴻海科技集団（フォックスコン）のベトナム

事業の今年の売上高は83％増加したが、従業員数は

自動化とデジタル化によって20％の増加にとどまっ

た。26日付ＶＮエクスプレスが報じた。

鴻海傘下の富士康工業互聯網（フォックスコン・イ

ンダストリアル・インターネット＝ＦＩＩ、工業富聯）

の劉宗昌・輪番制最高経営責任者（ＣＥＯ）が26日

に開催されたスマートファクトリーに関するセミナー

で明らかにした。

劉氏によると、鴻海は高度な自動化とデジタル化を

導入したスマートファクトリーで製品を製造してい

る。高度な自動化により、近年１人当たりの労働生産

性が50％余り向上したほか、計画立案やサプライヤー

との連携にデジタルソリューションを導入したことで

在庫日数が35％余り削減できたという。

劉氏は自動化とデジタル化によって、新工場が既存

工場と同等の業績を達成できると評価した。北部バク

ニン省のクアンチャウ工業団地にある鴻海のフーギ第

２工場は、ベトナムで唯一、世界経済フォーラム（Ｗ

ＥＦ）から「先駆的スマートファクトリー」（ライト

ハウスファクトリー）として認定されている。
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１日 結婚式や披露宴の企画・運営、レストラン経営を手がけるノバレーゼ（東京
都中央区）は、ベトナム南部ホーチミン市に日本料理店「シャリ　サイゴン　
モダンジャパニーズキュイジーヌ」を開業したと発表した。

冷却ファンやサーボモーターなど電機部品を手がける山洋電気（東京都豊島
区）は、首都ハノイ市に駐在員事務所を開設すると発表した。

石油化学製品を中心とした物流業を手がけるＮＲＳ（東京都千代田区）は、ホー
チミン市に営業所を開設したと発表した。

６日 中部ダナン市にリゾートホテル「プリンスホテル　ダナン」が開業し、記念
式典が開かれた。西武ホールディングス傘下の西武・プリンスホテルズワー
ルドワイドが運営する。

９日 企業の採用活動や人事課題を人工知能（ＡＩ）を使ったサービスで支援する
ＰｅｏｐｌｅＸ（ピープルエックス、東京都新宿区）は、ベトナムで対話型
ＡＩ面接サービス「ＰｅｏｐｌｅＸ　ＡＩ面接」の提供を開始すると発表した。

10日 川西倉庫（神戸市）は、ベトナムの冷凍倉庫業者トアンファット・ロジスティ
クス（ＴＰＬ）の発行株式 51％を取得し、子会社化したと発表した。

16日 ゴルフアパレルブランド「ＭＡＲＫ＆ＬＯＮＡ（マーク＆ロナ）」を展開する
キューブ（東京都港区）は、ホーチミン市中心部のホーチミン高島屋に新店
舗を開設した。

17日 産業廃棄物処理などを手がける山一商事（東京都港区）は、塩卸売業や物流
を手がける関東塩業（さいたま市）と共同で北部の鋳造会社ビドポル（ＶＩ
ＤＰＯＬ）・キャスティング・エンジニアリングを買収したと発表した。

22日 大阪港を中心に総合物流を手がける大運（大阪市）は、東南アジア進出の拠
点としてベトナム事務所の開設を決定したと発表した。

26日 米越両政府は両国間の貿易についての枠組み協定に合意した。

ファム・ミン・チン首相は、ＡＳＥＡＮ関連首脳会議が開催されたマレーシ
アの首都クアラルンプールで高市早苗首相と短時間懇談した。

29日 住友商事は、ベトナムの 100％子会社バンフォンパワーの株式 50％をタイ、
フィリピンの２社に持ち分譲渡すると発表した。

電子・通信用機器や再生可能エネルギー事業などを手がける多摩川ホールディ
ングス（東京都港区）は、北部フンイエン省の新工場への移転に伴う開所式
を行った。

ベトナムで精密機械加工などを手がけるＣＮＣテックは、住友商事と鈴与（静
岡市）が出資するベトナムの物流会社ドラゴンロジスティクス（ハノイ）の
戦略的株主となったと発表した。

31日 眼鏡チェーン店「ＪＩＮＳ」を運営するジンズホールディングス（東京都千
代田区）は、11 月に３店舗をベトナム南部ホーチミン市内にオープンし、同
国に進出すると発表した。

米越両政府は 26 日、両国

間の貿易についての枠組

み協定に合意した。米国

はベトナムからの輸入品

に対する相互関税は従来

通り 20％を維持するが、

一部品目を特定して免除

する。11 月中にも最終合

意を図る方針だ。ファム・

ミン・チン首相は、マレー

シアで開催された東南ア

ジア諸国連合（ＡＳＥＡ

Ｎ）関連首脳会議に合わ

せて高市早苗首相と懇談

し、重点インフラ開発へ

の協力を要請した。国内

では中部で相次ぐ台風が

もたらした豪雨による記

録的水害が続いている。

古都フエ市では王宮が冠

水し、ダナン市でも一部

河川の水位が 1964 年以降

で最高レベルに上昇し、

市内各地が冠水した。

月次リポート

10月
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